
資料1  
都道府県別変勤率  

（単位：％）   

住   宅   地  商  貴  地  

都道府県名  平 成   平 成  平 成  平 成  

：   

「   

△臥§   
△1．8   

：てて  董享芋  紺   

圏  莞！毒  会左：§   
△0．9  

全室：苧  △1．1   
会昌；§   

会畠：邑   

： 会1畠；喜   圭さ尭壷 圭喜；姦畠  全学：日  会呂：圭  蓋婁蔓…童  餌占     会含；喜   会那   

△占：昌   △8：巨   △6．6 △4．4   
0．0   0．8   

会袈日  

△   
：   ． 1．1  莞芦≧…   △ 2． 

全量8：畠   全学：甚  

会1畠；寺   会1護‡彗  

△17．7   △10．8  △ 5．5   △1．1  △19．8   △18．8  
△7．4  

：   ；   

1．7   1．0   
会圭誓‡畠   菓蔓…  
△ 3．9   △ 4．1  

0．6   0．6   △ 0．3  
△ 0．5   

0．3  
会§：苧  △ 7．4  

△ 2．9   △ 7。6   △ 7．1  
1．0   ．           0．9   △ 0．4   △ 0．8  

1．9   1．6   
△占：日   ：  

△ 5．2  
0．1  

会喜：己  

△0．6   △：  

1．1   
会呂：畠  

r．0  
△ 2．0   △ 3．6  

1．8   △ 3．6   △ 3．1  
．           1．1   △ 3．5  
1．3   1．0  △ 5。4        馳  △1．2   △1．2  
0．4  △1．1   △1．2   ■‥■…   

△ 0．1   0．3   
裾㈲滑  0．5   0．6  会製§   △ 5．9        △ 5．6   

△ 4．7   △1．6   △11．3   △1仇0   

遠賀腎謁   

全   国  
△ 7．3   △ 2．8   △17．2   △14．8  
△1．2   △ 0．3   △ 5．9   △ 5．5  
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璧蟹料 2 東京圏の地域別変動率  

（単位：％）  

住 宅 地 

平成6年 平成7年  平成6年  平成7年  

H5．1．11H6．1．1         H5．1．1   H6．1．1  
l   

H 6．1．1  H 7．1．1  H 6．1  l  H 7．1  1   

東 京 都   △11．4   △ 4．8   △22．6   △18．5   

東京都区醇   △14．6   △ 6。8   △23．7   △2 0。0   

区醇都心郎   △24．0   △15．3  △28．0   △2 3．9   

区齢南西部   △13。8  △5。2  n23. 1111 

区醇北東醇   △16．6   

多摩地域   △18．4   △12。9   

神 奈 川 県   △12．7   △11．1   

境浜市  △ 6．1   △ 1．1   △13．8   △12．1  

川崎市  △ 7．5   △1－7  △12．2   △12．5   

（注）  

Ll区鮮都心斡とは、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、渋谷区、豊島区の各区、区印南西   
松とは、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、中野区、杉並区、練馬区の各区、区部北東蹄とはその他の各   
区である。  
2．埼玉県の東京近接地域とは、浦和市、大宮市、所沢市、狭山市、与野市、蕨市、戸田市、川越市、川口市、   
鳩ヶ谷市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、上福岡市、大井町、三芳町である。  
3．千葉県の東京近接地域とは、市川市、浦安市、千葉市、船橋市、松戸市、習志野市、柏市、流山市、八千   
代市である。  

東京圏の住宅地の下落率上位市区町村 （単位：％） 東京圏の商業地の下落率上位市区町村 （単位：％）  

2   5   

郡市  中央区  千代田区  港区  渋谷区  文京区   

率  △27．5  △27．0  △25．6  △15．7  △12．5  

2   3   4   5   

都市  港区  渋谷区  中央区  千代田区  目黒区   

率  △30．5  △28．2  △26．9  △25．8  △24．7  

kunugi
長方形



資料 3 大阪圏の地域別変動率  

（単位：％）  

住  宅  地  商  業  地  

平成6年  平成7年  平成6年  平成7年  

H5．1．1   H6．1．1   H5．1．1   H6．1．1  
l   l   i   l  

H 6．1．1  H 7．1．1  H 6．1．1  H 7．1。1   

大 阪 府  △ 6．3   △ 1．8   △19．8   △18．8  

大 阪 市  △11．9   △ 5．4   △23．4   △25．1  

中心6区   △17．0   △16．3   △25．9   △29．9  

北 大 阪  △ 3．2   △ 1．3   △17．2   △14．8  

東 大 阪  △ 3．7   △ 0．4   △11．9   △ 8．5  

南 大 阪  △ 6．9   △ 1．3   △17．2   △ 9．0   

兵 庫 県  △ 9．5   △ 2．7   △20．3   △11．3  

神 戸 市  △ 7．6   △ 0．9   △21．3   △11．1  

東郎4区   △19．6   △ 2．5   △25．3   △12．5  

阪  神  △11．2   △ 4．5   △19．3   △11．6   

京 都 府  △ 5．9   △ 1．2   △20．2   △12．2  

京 都 市  △ 7．7   △ 1．8   △21．5   △13．1  

中心5区   △10．3   △ 3．1   △21．9   △12．8  

そ の 他  △ 3．3   △ 0．4   △14．4   △ 7．8   

奈 良 県  △ 4．7   △ 1．5   △12．5   △ 9．5  

奈 良 市  △ 9．2   △ 3．9   △19．2   △16．7   

大 阪 圏  △ 6．8   △ 1．g   △19．1   △15．3   

（注）  

1．大阪市の中心6区とは、北区、福島区、中央区、西区、天王寺区、浪速区の各区である。  
2・北大阪とは、豊中市、吹田市、摂津市、池田市、箕面市、茨木市、高槻市、島本町、豊能町、能勢町、東大阪   
とは、枚方市、寝屋川市、交野市、守口市、門真市、四條畷市、大東市、東大阪市、八尾市、柏原市、南大阪と   
は、大阪市、北大阪、東大阪を除くその他の大阪府である。  
3．神戸市東部4区とは、東灘区、灘区、兵庫区、中央区の各区である。  
4．阪神とは、尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町である。  
5．京都市中心5区とは、北区、上京区、左京区、中京区、下京区の各区である。  

大阪圏の住宅地の下落率上位市町村 （単位：％） 大阪圏の商業地の下落率上位市町村 （単位：％）  

2   3   5   

率  △ 9．3  △ 6．6  △ 5．4  △ 4．2  △ 3．9  

2   3   4   5   

都市  大阪市  吹田市  芦屋市  奈良市  茨木市   

率  △25．1  △22．0  △16．8  △16．7  △15．1  

kunugi
長方形



資料 4  名古屋腰の地域別変勤率  

（単位：％）  

住  宅  地  商  業  地  

平成6年  平成7年  平成6年  平成7年  

H5．1．1   H6．1．1   H5．1．1   H6．1．1  

i   l   

H 6。1。1  H 7．1．1  H 6．l．l  H 7．1．1   

愛 知 県  △ 6．5   △ 4．2   △11．8   △13．1  

名古屋市   △ 8．6   △ 7．8   △15・4  △17．5  

名古屋近接地域   △ 6．8   △ 3。0  △9。1  △11．1  

尾張地域   △4．3  △ 1。8  △7■7  △ 6．8  

西三河地域  △7．0  △ 3．6   △ 9．5   △ 9．4  

知多地域  △2．2  △ 1。2   △ 3．8   △ 4．6  

三 重 県   △ 2．8   △ 1。9   △ 6．0   △ 7．1  

△ 2．6   △ 1．7   △ 6．4   △ 7．8   

名古屋圏  △ 6．1   △ 4。0   △11．5   △12．7   

（注）  

愛知県の地域区分は、以下のとおりである。  
名古屋近接地域：長久手町、尾弓長旭市、豊明市、東郷町、日進市、瀬戸市、春日井市、西牡把島町、豊山町、  

師勝町、西春町、春日町、清洲町、新川町、七宝町、甚目寺町、大治町、蟹江町  
尾張地域：犬山市、ノト牧市、扶桑町、大口町、一宮市、江南市、岩倉市、木曽川町、尾西市、稲沢市、祖父江  

町、平和町、美和町、佐隠田、八開村、立田村、津島市、佐屋町、弥富町、十四山村、飛島村  
西三河地域：岡崎市、碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、知立市、高浜市、一色町、吉良町、幡豆町、  

幸田町、三好町  
知多地域：東梅市、大府市、知多市、東浦町、阿久比田、常滑市、半田市、武豊町、美浜町、南知多町  

名古屋圏の住宅地の下落率上位市町村  （単位：％） 名古屋困の商実地の下落率上位市町村  （単位：％）  

2   4   5   

口  2  3  4  都市  名古屋市  長久手町  日進市  安城市  知立市  率  △ 7．8  △ 6．9  △ 6．2  △ 6．0  △ 6．0  

kunugi
長方形



資料 5 地方都市の変動率  

（単位：％）  

住  宅  地  商  業  地  

平成6年  平成7年  平成6年  平成7年  

H5．1．1   H6．1．1   H5．1．l   H6．1．1  
i   ！   l   i  

H 6．1．1  H 7．1．1  H 6．1．1  H 7．1．l   

北梅道 札幌市   △ 5．4   △ 3．2   △13．0   △15．7  
プ  
口中  △ 4．2   △ 3．0   △10．7   △ 9．8  
ッ心  
ク都  △ 4．4   △ 2．5   △10．3   △10．3  
市  
福岡県 福岡市   △ 2．5   △ 2．3   △1B．1   △12．5   

群馬県 高崎市   △ 4．0   △ 1．4   △ 8．．7   △ 6．3  

完周  △ 2．7   △ 2．0   △ 8．8   △10．4  
圏辺  
都  △ 1．9   △ 1．3   △ 7．4   △ 9．7  
市  
和歌山県和歌山市   △ 2．0   △ 0．2   △12．7   △ 9．0   

山形県 山形市   0．9   2．3   △ 0．1   △ 1．0  

石川県 金沢市   △ 0．2   0．3   △ 4．8   △ 4．9  
そ  

の  △ 6．0   △ 2．5   △19．3   △11．6  
他  
都  △ 2．4   △ 1．8   △13．8   △11．2  
市  
山口県 下関市   0．3   0．4   △ 0．7   △ 0．6  

長崎県 長崎市   1．5   1．5   △ 4．8   △ 4．3   

（注） 変動率は、各年とも前年と姓硫する標準地の価格の変動率の単純平均である。  

地方圏の住宅地の下落率上位市町村   （単位：％）  地方圏の商業地の下落率上位市町村   （単位：％）  

都市  北海道  千葉県  茨城県  埼玉県  千葉県  

留辺東町  大野田  鹿島町  熊谷市  天津小湊町   

率  △ 8．1  △7．8  △6．7  △6．1  △6．0  

都市  岐阜県  北海道  千葉県  滋賀県   千葉県  
多治見市  札幌市  茂原市  近江八幡市  銚子市   

率  △18．1  △15．7  △15．4  △14．9  △14．7  

kunugi
長方形



資料 6  公示価格年別変勤率  

伴虻：姻  

陛紺  
jjl   元年   

東京圏  19．9  15．1  温9  諷4  △比5  86  17  a5  88  1鼠3  旭1  14  盈1  a2  17  aO  2L5  さ逆l  84  巳6  邑6  △鼠1  瓜＆6  △て8  △乙9  
性  
名古畳圏  185  旭6  弧1  盈0  △88  n7  a6  息1  a2  旭2  旺3  19  ＆5  a4  ∃l  L4  担l  T3  1丘4  孔2  188  △邑2  △86  △昆1  △且0  

宅  

地方平均  118  孔6  亀5  △て5  89  al  a2  瓦1  且0  鼠8  85  毘6  a5  乙4  17  四  19  邑4  114  迫6  乙3  △L7  △12  △83  
地  
全国平均  乱3  旭8  鼠3  諷7  △89  R8  19  a3  昆5  眩3  1‖  83  毘1  aO  a2  乙2  T6  aO  19  110  氾7  △毘6  △R7  △色7  △16  

東京圏  80  t4  盈0  a7  △氾0  81  85  11  色3  jIi  83  毘7  亀2  已5    旺5  亀2  61．1  aO  色8  ＆1  △a9  △迫0  瓜邑3  血豆喧   
商  
名古畳圏  已8  aO  旭3  凪1  △1且3  82  住8  16  a7  11  邑6  已4  a5  乙7  a7  a3  昆4  16．8  朗  玖4  即  △16  △n7  △比5  △旺7  

業  

地方平均  已5  巨li  狙7  △89  82  88  L3  乙5  息9  良9  毘7  ＆0  乙8  a6  乙5  乙9  已4  田  払4  眼3  払4  △已6  △毘9  △已5  
地   
全国平均  T4  鼠色  a7  堵l  △鼠3  81  α8  13  al  邑7  邑7  毘8  餌  a5  ≧；  毘1  払4  219  氾3  旭7  玖9  △亀0  △114  瓜13  ytl   

全  東京圏  弧7  払1  諷0  諷3  △114  l一  13  a8  田  臨7  旺2  ；i  ＆0  a7  已4  ＆1  盈8  亀3  L8  岡  四  △84  △1＆9  △鼠4  △已0   
大阪圏  188  迫2  孤1  誓l  △諷5  α3  14  a3  毘6  118  111  85  色8  a5  a2  al  1l  迫8  設1  思9  丘8  △2i．3  △114  △85  △旦0  
用  

途  

平  88  a6  鼠1  △82  86  t5  a4  ＆1  13  83  て4  已0  a2  a3  18  15  a4  ＆8  117  払8   l  △Z3  △ZO  △12  

均  

kunugi
長方形



資料 7  
公示イ面格の芋旨標ノl盤古こ 

国土庁土地局  

イ＼・弄く1曲ネ各   

○毎年1月1日における標準地の1が当たりの正常価格  

○自由な取引が行われるとした場合におけるその取引において通常成立すると   

認められる価格  

○売り急ぎ、買い進み等の特殊事情を排除した客観的。普遍的な交換価値  

※公示価格の指標機能  

国土法の価格審査  

の規準  

公共用地の取得  

価格等の規準  

山般の土地の取引  

価格に対する指標  

課税評価の基準  

均衡化・適正化  

土地の資産としての有利性の縮減  

収羞姦イ面格  布目続税喜平イ薗  
地イ薗税冨平イ面  

固定資産税  

評イ面  

「実勢」   
イ面格  

○土地の利用価値に   

相応した価格  

○土地政策の目標と   

して認識されてい   

るあるべき価格   

○地方公共団体のサ陶   

ビスに対する負担と   

の性格等を勘案して   

評価割合（公示価格   

の7割経度）を措定  

○税負担の増加が急激   

にならないよう負担   

調整措置  

03年に1度の評価替   

え（平成6年度評価   

替えの価格調査基準   

日は4年7月1日、   

5年1月1日の動向   

の反映）  

○評価の安全性を勘案   

して評価割合（公示   

価格の8昏j隠匿）を   

措定  

○評価基準日以降   

の市場の動向を   

反映  

○投機的取引を   

含む  

○呼び値、風評等   

を判断要素に含   

む  

○毎年1月1日評定  

kunugi
長方形



資料 8  

ニヒ地取弓lノl晋章艮と地イ面公売再  

国土庁土地局  

ビル賃料等の動向を踏まえた  

収益還元価格による験証  

鑑定評価員による鑑定評価の実施  

る   

kunugi
長方形



資料 9   

最近における土地取引等  

（1）土地取引  

土地取引件数は、平成6年において5年ぶりに増加に転じた。  

全国  東京圏  大阪圏  

年  件数   前年比（％）  件数  前年比（％）   件数   前年比（％）   

平成元年   2．258，440   5．9   418．055   5．0   272，141   4．8   

平成2年 2，205，122  ▲ 2．4   409．481  ▲ 2．1   219，540  ▲19．3   

平成3年   2．003，833  ▲ 9．1   332，857  ▲18．7   180．413  ▲17，8   

平成4年   1，818．198  ▲ 9．3   310，539  息 6．7   171．112  ▲ 5．ヱ   

平成5年   1，773，226  息 2．5   316，092   1．8   182，499   6．7   

平成6年   1，836，795   3．6   347，151   9．8   2！2．118   16．2   

（2）新築マンション販売   

平成6年新築マンションの供給戸数は、東京圏、‾大阪圏ともに、過去最高を記録   

し、契約率も8割を超えている。  

東東圏き  大阪圏  

供給畳  契約率  供給量  契約率  

年  l（％）  戸数   （％）  

平成元年   39，352   22．7   77．4   27，963   ▲1．5   83．9   

平成2年   39，548   0．5   73．9   27，299   ▲ 2．ヰ   70．8   

平成3年   25，910   底34．5   58．3   12．255   ▲55．1   55．1   

平成4年   26．248   1．3   72．8   12，121   ▲1．1   66．6   

平成5年   44．270   68．7   83，3   20．772   71．4   79．8   

平成6年   79．897   80．5   85．4   38，957   87．5   83．0   

（3）新設住宅着工  

新設住宅の着工戸数は、平成6年において前年比5．7％増加している。  

全国  

年  戸数   前年比（％）   

平成元年   1．771，256   5，1   

平成2年   1，707．109   A 3．6   

平成3年   1，370．126   血19．7   

平成4年   1．402，590   2．4   

平成5年   1．485，684   5．9   

平成6年   1．570，252   5．7  

kunugi
長方形


